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議案第    28 号

令和５年度  交 野 市 水 道 事 業 会 計 予 算 

（総  則）

第  1  条 令和５年度交野市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第  2  条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 30,000 戸

(2) 7,462,000 ㎥

(3) 20,388 ㎥

(4) 674,280 千円

（収益的収入及び支出）

第  3  条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収              入

第  1  款 水 道 事 業 収 益 1,451,545 千円

第  1  項 営   業   収   益 1,310,978 千円

第  2  項 営  業  外  収  益 140,557 千円

第  3  項 特   別   利   益 10 千円

給 水 戸 数

年 間 総 配 水 量

１ 日 平 均 配 水 量

主な建設改良事業
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支             出

第  1  款 水 道 事 業 費 用 1,617,266 千円

第  1  項 営   業   費   用 1,487,477 千円

第  2  項 営  業  外  費  用 117,713 千円

第  3  項 特   別   損   失 2,076 千円

第  4  項 予      備      費 10,000 千円

（資本的収入及び支出）

第  4  条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足す

　　る額599,014千円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額59,720千円、損益勘定留保資金455,796千円、

　　建設改良積立金83,498千円で補てんするものとする。）

収              入

第  1  款 資 本 的 収 入 592,940 千円

第  1  項 企      業      債 505,000 千円

第  2  項 工 事 負 担 金 22,500 千円

第  3  項 給 水 負 担 金 64,240 千円

第  4  項 他会計負担金 1,200 千円

支             出

第  1  款 資 本 的 支 出 1,191,954 千円

第  1  項 建 設 改 良 費 763,836 千円

第  2  項 企業債償還金 418,118 千円

第  3  項 予      備      費 10,000 千円
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（債務負担行為）

第  5  条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事　項 期　間 限度額

星の里浄水場清掃業務委託 令和６年度から８年度まで 6,790

上水汚泥運搬業務委託 令和６年度 2,442

次亜塩素酸ナトリウム購入 令和６年度 4,344

ポリ塩化アルミニウム購入 令和６年度 2,807

交野市水道メーター取替業務委託 令和６年度 12,399

水道管路維持管理等業務委託 令和６年度から８年度まで 71,357

5,118令和６年度から８年度まで水道局庁舎清掃業務委託

交野市水道料金等徴収業務委託及び
給水装置工事検査等業務委託

令和６年度から１０年度まで 373,175
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（企業債）

第  6  条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第  7 条 一時借入金の限度額は、1,000,000　千円と定める。

起債の目的 限  度  額 起 債 の 方 法 利     率 資     金 償     還 左のうち

区     分 期     限 据置期間

千円 年5％以内 以内 以内

442,600 政   府 年 賦 又 は 、

半 年 賦 元利

40年 5年 均 等 若 し く

62,400 は 、 元 金 均

その他 等とする。

送水管
整備事業

配水管
整備事業

償       還       の       方       法

償還の方法 そ      の      他

左記の条件の範囲内に
おいて、借入先に融資
条件がある場合は、その
融資条件に従うことがで
きる。ただし、財政の都
合により償還期限及び据
置期間を短縮し、若しく
は、繰上償還又は、低利
債に借り換えることができ
る。

（ただし、利率見直
し方式で借り入れ
る財政融資資金及
び地方 公共 団体
金 融機 構資 金に
ついて、利率の見
直しを行った 後に
おいては、当該見
直し後の利率）

地 方 公 共
団 体 金 融
機 構

証書借入、普通貸
借又は、証券発行と
し、期間は、令和5
年度中とする。ただ
し、工事の進捗状
況等により起債の全
部又は、一部を翌
年度に繰り延べて
借り入れることがで
きる。
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第  8  条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 収益的支出における各項間の流用

(2) 資本的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第  9  条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又は、それ以外の

　　経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) 職 員 給 与 費 236,361 千円

（たな卸資産購入限度額）

第  10  条 たな卸資産の購入限度額は、3,878千円と定める。

令和5年2月22日提出

交野市長 山　本　　景
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予算に関する説明書
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予定額    (千円)

1. 水 道 事 業 収 益 1,451,545

1. 営 業 収 益 1,310,978

1. 給 水 収 益 1,246,720

料 金 収 入 1,199,384

メ ー タ ー 使 用 料 47,336

2. 受 託 工 事 収 益 1,500

受 託 工 事 収 益 1,500

3. その他営業収益 62,758

他 会 計 負 担 金 4,800

手 数 料 5,619

雑 収 益 52,339

1.  令和5年度　交野市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収             入

備              考         (千円)項 目款
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予定額    (千円)

2. 営 業 外 収 益 140,557

1. 受取利息及び配当金 344

預 金 利 息 224

配 当 金 120

2. 分 担 金 60,852

分 担 金 60,852

3. 他 会 計 補 助 金 1,256

他 会 計 補 助 金 1,256

4. 雑 収 益 955

そ の 他 雑 収 益 955

5.
消費税及び地方消費税
還 付 金 4,743

消費税及び地方消費税
還 付 金 4,743

6. 長期前受金戻入 72,407

長期前受金戻入 72,407

3. 特 別 利 益 10

1. 過年度損益修正益 10

過年度損益修正益 10

款 項 目 備              考         (千円)

-12-



予定額    (千円)

1. 水 道 事 業 費 用 1,617,266

1. 営 業 費 用 1,487,477

1. 原水及び浄水費 432,967

給 料 29,899

手 当 等 16,578

賞与引当金繰入額 4,863

法 定 福 利 費 10,465

旅 費 39

備 消 品 費 4,625

燃 料 費 197

光 熱 水 費 1,354

印 刷 製 本 費 111

通 信 運 搬 費 2,900

委 託 料 84,340

手 数 料 2,526

賃 借 料 678

修 繕 費 4,559

工 事 請 負 費 18,678

動 力 費 117,561

薬 品 費 8,693

支             出

款 項 目 備              考         (千円)

一般職給料
浄水課8名
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予定額    (千円)

負 担 金 285

材 料 費 3,449

受 水 費 120,729

保 険 料 406

公 課 費 32

2. 配水及び給水費 280,220

給 料 19,010

手 当 等 10,625

賞与引当金繰入額 2,930

法 定 福 利 費 6,654

旅 費 17

備 消 品 費 1,244

燃 料 費 427

委 託 料 56,920

賃 借 料 2,670

修 繕 費 50,770

工 事 請 負 費 18,165

路 面 復 旧 費 13,230

動 力 費 95,397

款 項 目 備              考         (千円)

一般職給料
工務課5名
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材 料 費 1,442

保 険 料 629

公 課 費 90

3. 受 託 工 事 費 2,000

工 事 請 負 費 2,000

4. 総 係 費 244,385

給 料 36,703

手 当 等 22,144

報 酬 316

賞与引当金繰入額 6,038

法 定 福 利 費 11,793

旅 費 183

退 職 給 付 費 23,455

備 消 品 費 2,265

燃 料 費 66

光 熱 水 費 339

印 刷 製 本 費 3,677

通 信 運 搬 費 4,968

一般職給料
局長1名、次
長1名、総務
課5名
会計年度任用
職員給料4名
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予定額    (千円)

広 告 料 1,103

委 託 料 113,144

手 数 料 6,818

賃 借 料 8,837

修 繕 費 177

研 修 費 242

厚 生 費 709

会 費 負 担 金 344

他 会 計 負 担 金 1,000

保 険 料 54

公 課 費 10

5. 減 価 償 却 費 477,686
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費 465,027
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費 12,659

6. 資 産 減 耗 費 50,219

固定資産除却費 49,919

棚卸資産減耗費 300

款 項 目 備              考         (千円)
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2. 営 業 外 費 用 117,713

1.
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 116,415

企 業 債 利 息 116,415

2. 消費税及び地方消費税 1,000

消費税及び地方消費税 1,000

3. 雑 支 出 298

そ の 他 雑 支 出 298

3. 特 別 損 失 2,076

1. 過年度損益修正損 2,076

過 年 度 損 益 修 正 損 2,076

4. 予 備 費 10,000

1. 予 備 費 10,000

予 備 費 10,000
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　　　　　　資 本 的 収 入 及 び 支 出

　　　　　　収             入

予定額    (千円)

1. 資 本 的 収 入 592,940

1. 企 業 債 505,000

1. 企 業 債 505,000

企 業 債 505,000

2. 工 事 負 担 金 22,500

1. 工 事 負 担 金 22,500

工 事 負 担 金 22,500

3. 給 水 負 担 金 64,240

1. 給 水 負 担 金 64,240

給 水 負 担 金 64,240

4. 他 会 計 負 担 金 1,200

1. 他 会 計 負 担 金 1,200

他 会 計 負 担 金 1,200

款 項 目 備              考         (千円)
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　　　　　　支       　　 出

予定額    (千円)

1. 資 本 的 支 出 1,191,954

1. 建 設 改 良 費 763,836

1. 設 備 改 良 費 721,371

委 託 料 47,091

改 良 工 事 費 674,280

2. 総 係 費 37,092

給 料 17,396

手 当 等 10,686

賞与引当金繰入額 2,753

法 定 福 利 費 6,089

旅 費 8

備 消 品 費 22

燃 料 費 13

修 繕 費 84

保 険 料 31

公 課 費 10

備              考         (千円)款 項 目

一般職給料
工務課5名
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予定額    (千円)

3.
有 形 固 定 資 産
購 入 費 5,373

工 具 器 具 及 び
備 品 購 入 費 2,773

貯 蔵 量 水 器 費 2,600

2. 企 業 債 償 還 金 418,118

1. 企 業 債 償 還 金 418,118

企 業 債 償 還 金 418,118

3. 予 備 費 10,000

1. 予 備 費 10,000

予 備 費 10,000

款 項 目 備              考         (千円)
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交野市水道事業会計　　間接法 (単位　千円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当年度純利益 △214,792
　　　減価償却費 477,686
　　　資産減耗費 49,919
　　　退職給付引当金の増加額 23,455
　　　賞与引当金等の増加額 1,962
　　　貸倒引当金の減少額 △455
　　　長期前受金戻入額 △72,407
　　　受取利息及び配当金 △344
　　　支払利息及び企業債取扱諸費 116,415
　　　営業及び営業外未収金増加額 △49,351
　　　棚卸資産の減少額 374
　　　営業及び営業外未払金・未払費用減少額 △33,663
　　　その他流動負債の増加額 0
　　　その他流動資産の減少額 0
　　小計 298,799
　　　受取利息及び配当金の受取額 344
　　　支払利息及び企業債取扱諸費の支払額 △116,415
　　業務活動によるキャッシュ・フロー① 182,728

(令和5年4月1日から令和6年3月31日まで)
2．令和5年度　当初予算キャッシュフロー計算書
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２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　固定資産取得・建設改良事業等実施額 △697,978
　　　国庫補助金による収入 0
　　　工事負担金による収入 22,500
　　　給水負担金による収入 58,400
　　　他会計負担金による収入 1,200
　　　固定資産売却代金による収入 0
　　　投資活動に伴う未収金等の債権の増加額 △1,850
　　　投資活動に伴う未払金等の債務の増加額 27,338
　　投資活動によるキャッシュ・フロー② △590,390

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 505,000
　　　建設改良等の財源に充てるための企業債償還による支出 △418,118
　　財務活動によるキャッシュ・フロー③ 86,882

　　資金の減少額④＝①＋②＋③ △320,780
　　資金の期首残高 2,377,348
　　資金の期末残高 2,056,568
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1．総括

区  分

本年度

前年度

比   較

（　）内には、短時間勤務職員について外書き

「手当」欄は、児童手当を含まず。

「期末勤勉手当」欄は、賞与引当金繰入額を含む。

7,306 46,787 1,714

△ 504

40,257

（千円） （千円）

退職給付費

△ 16,802

120 2,628

46,350 1,510 1445,982

住居手当

本年度

前年度

比較

225,421 261,314

△ 24,061 △ 24,953

103,008 98,352 201,360

0

0

0

25

△ 21,271

236,361

105,798 119,623

35,001

35,893

△ 892△ 2,7900

△ 1,236 △ 336

3,984 5,316

23,455

3.  給与費明細書

計手　当給    料

職　　員　　数

区           分

（千円） （千円）

合    計法定福利費

（千円） （千円）（千円）

特別職 一般職

(人)  （人）

2,292

25

手当の
内　訳

時　間　外
勤務手当

期末勤勉
手　　　当

通勤手当
特殊勤務
手　　　当

管理職手当 

11,059

11,511

△ 452

（千円） （千円） （千円） （千円）（千円）

2,748 4,812

地域手当 扶養手当

（千円） （千円）

△ 204 24△ 437△ 1,324

給               与               費

(4)

(4)

(0)
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ア　会計年度任用職員以外の職員

区  分

本年度

前年度

比   較

（　）内には、短時間勤務職員について外書き

イ　会計年度任用職員

区  分

本年度

前年度

比   較

（　）内には、短時間勤務職員について外書き

（千円）

本年度 0 25 96,390 96,029 192,419 33,738 226,157

区           分

職　　員　　数
法定福利費 合    計

特別職 一般職 給    料 手　当 計

(人) （千円） （千円） （千円） （人） （千円）

117,262 216,289 34,661 250,950

比較 0 0 △ 2,637 △ 21,233 △ 23,870 △ 923 △ 24,793

前年度 0 25 99,027

期末勤勉
手　　　当

通勤手当
特殊勤務
手　　　当

住居手当

△ 336

退職給付費

手当の
内　訳

地域手当 扶養手当 管理職手当 
時　間　外
勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

10,397 2,748 4,812 5,894

10,833 3,984 5,316

44,825 1,462

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

40,2572,628

（千円） （千円） （千円）

144

45,243 1,666 120

給               与               費

区           分

職　　員　　数
法定福利費 合    計

特別職 一般職

△ 16,802

2,292 23,455

7,215

△ 436 △ 1,236 △ 504 △ 1,321 △ 418 △ 204 24

 （人） （千円） （千円）

給    料 手　当 計

(人)

31 △ 160

前年度 0 0 6,771

8,941 1,263 10,204本年度 0 0 6,618 2,323

比較 0 0

手当の
内　訳

地域手当 扶養手当 管理職手当 
時　間　外
勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

662 0 0 88

678 0 0 0

△ 16 0 0 △ 3 △ 19 0 0 0 0

91 1,544 48 0 0

給               与               費

0 0

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

期末勤勉
手　　　当

通勤手当
特殊勤務
手　　　当

住居手当 退職給付費

1,525 48 0

2,361 9,132 1,232 10,364

△ 153 △ 38 △ 191

(0)

(4)

(0)

(4)

(0)

(0)
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2．給料及び手当の増減額の明細
区    分 増減額(千円) 増減事由別内訳  (千円) 備　　考

給    料 △ 2,790 昇給に伴う増加分 797 昇給発令に係る所要額

その他の増減分 △ 3,587 人事異動等に係る減少 予算計上人員

本年度　(4)　 25人

前年度　(4)　 25人

比　較　(0)　 ±0人

手　　当 △ 21,271 その他の増減分 △ 21,271 地域手当 △ 452

扶養手当 △ 1,236

管理職手当 △ 504

時間外勤務手当 △ 1,324

期末勤勉手当 △ 437

通勤手当 △ 204

特殊勤務手当 24

住居手当 △ 336

退職給付費 △ 16,802

説　　明
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3．給料及び手当の状況

(1)職員１人当り給与

平均給料月額 (円)

平均給与月額 (円)

平  均  年  齢 (歳)

平均給料月額 (円)

平均給与月額 (円)

平  均  年  齢 (歳)

(2) 初 任 給

高    校    卒 169,800

大    学    卒 198,500

技    術    職

418,665    

327,818    

区                分

令和5年1月1日現在

325,627    

事    務    職

48.4    43.4    

( 一   般   職 )

391,693    

令和4年1月1日現在

( 一   般   職 )

403,751    

316,550    

327,162    

387,363    

198,500  198,500  198,500  

169,800  169,800  169,800  

区          分
事   務   職 (円)

一 般 会 計 の 制 度

43.9    

事   務   職 (円)

50.1    

技   術   職 (円)
技   術   職 (円)
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(3) 級別職員数

級 職員数 (人) 構成比 （％) 職員数 (人) 構成比 （％)

1   級 4  36.3  4  33.4  
2   級 1  9.1  2  16.7  
3   級 2  18.2  3  25.0  
4   級 1  9.1  1  8.3  
5   級 2  18.2  1  8.3  
6   級 1  9.1  
7   級 1  8.3  

計 11  100.0  12  100.0  
1   級 3  27.2  4  30.7  
2   級 2  18.2  2  15.4  
3   級 2  18.2  2  15.4  
4   級 2  18.2  2  15.4  
5   級 2  18.2  1  7.7  
6   級 1  7.7  
7   級 1  7.7  

計 11  100.0  13  100.0  
　　　　　　　　　　　(    )内は、短時間勤務職員で外書き

2   級

計

3   級

5   級
4   級

6   級
7   級

区               分
事          務          職

令和4年1月1日現在

技          術          職

令和5年1月1日現在

1   級

級

7   級

2   級
3   級

1   級

5   級
6   級

計

4   級

  (級別の標準的な職務内容)

区         分 1        級 2        級 5        級 6        級 7        級

課長代理級

課長代理級

技    術    職

事 務 職 員 係　　長

係　　長

主　　任

主　　任技 術 職 員
　理　　事、
部 長 級

　理　　事、
部 長 級

課 長 級 次 長 級

課 長 級 次 長 級

4        級3        級

事    務    職
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(4) 昇給

合　計 事務職 技術職

（A） (人) 23 11 12

（B） （人） 19 9 10

（人） 8 4 4

（人） 2 1 1

（人） 2 2

（人） 2 1 1

（人） 3 2 1

（人） 1 1

（人） 1 1

（％） 82.6% 81.8% 83.3%

（A） (人) 24 11 13

（B） （人） 20 8 12

（人） 7 3 4

（人） 4 2 2

（人） 1 1

（人） 3 1 2

（人） 3 2 1

（人） 1 1

（人） 1 1

（％） 83.3% 72.7% 92.3%　 比　　　　　　　   率　    　（B）／（A）

区               分

前

年

度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

　 比　　　　　　　   率　    　（B）／（A）

1   級

2   級

3   級

4   級

5   級

6   級

7   級

1   級

本

年

度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

2   級

7   級

3   級

4   級

5   級

6   級
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  (5) 特殊勤務手当

0.14 0.02 0.12

  (6) 期末手当・勤勉手当

　　　　　(    )内は、再任用職員で外書き

　期末手当 2.4月(1.35月分)

(1.15)

(1.125)

(5年1月1日現在)
17.4          

前  年  度

　勤勉手当 2.0月(0.95月分)
本  年  度

(1.15)
2.25

(2.3)
4.4

(1.15)
4.4

(1.175)

技       術       職

区       分

代表的な特殊勤務手当の名称

4.3          

給料総額に対する比率 (％)
区          分

12月  （月分)

21.7          

備       考

   　　　電気主任技術業務　  有害物取扱業務　

全       職       種 事       務       職

支   給   期   別   支   給   率

支給対象職員の比率   (％)

　期末手当 2.4月(1.35月分)

(2.3)(1.15)

一般会計の制度

6月  （月分)

　勤勉手当 2.0月(0.95月分)

　勤勉手当 2.0月(0.95月分)4.4

支 給 率 計 (月分)

2.2

　期末手当 2.4月(1.35月分)

2.15

2.2

2.22.2

(2.3)
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  (7) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

(月分) (月分) (月分) (月分)

  (8) その他の手当

　（年齢に応じて
　　　　　　２％～20％加算）

定年前早期退職特例措置

通          勤          手          当

同                    じ

同                    じ

同                    じ

扶          養          手          当

住          居          手          当

47.709 47.709 
定年前早期退職特例措置

　（年齢に応じて
　　　　　　２％～20％加算）

地          域          手          当 同                    じ

区       分

区                                     分

備      考

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差    異    の    内    容

その他の加算措置等

24.586875 33.27075 47.709 47.709 
左記による基本額に

調整額を加算

左記による基本額に
調整額を加算

支給率等

一般会計
の 制 度

(支給率等)
24.586875 33.27075
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② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

計 1,646,000 1,316,800 0 329,200 0 0 553,300 553,300 1,092,700 33.6 －

－

－

－

－

継 続 費 の
総 額 に
対 す る
進 捗 率 備   考

－

33.6

0.0

－

4．継続費に関する調書

款 項
事業
名

①　　　　全体計画 前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

前 年 度 末
ま で の
支 払 義 務
発 生
( 見 込 ) 額

当 該 年 度
支 払 義 務
発 生
予 定 額

当該年度末ま
での支払義務
発 生
予 定 額

翌 年 度 以
降 の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

年度 年割額

同左財源内訳

企業債
国 庫
補 助

金

当 年 度
損益勘定
留保資金

1
 
資
本
的
支
出

1
 
建
設
改
良
費

低
区
配
水
池
送
水
管
更
新
工
事

令和４年度 0

令和７年度 435,300

0

令和６年度 466,600 373,280

－

令和５年度 553,300 442,640 110,660 － － 553,300

0 － 0 － 0

553,300

－ － 466,600

－

令和８年度 190,800 152,640 38,160

93,320 － －

－ － － 190,800－

348,240 87,060 － － － － 435,300 － －
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5．債務負担行為に関する調書

事　　　　　　　　　　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で
の 支 払 義 務
発 生 ( 見 込 ) 額

当 該 年 度 以 降
の 支 払 義 務
発 生 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

期間 金額 期間 金額 企業債 損益勘定留保資金

397,9860138,386

0 26,675水質検査及び採水補助業務委託 26,675
令和２年度から

４年度まで 14,163
令和５年度から

６年度まで 12,512

令和５年度259,600
令和元年度から

４年度まで397,986
交野市水道料金等徴収業務委託及び
給水装置工事検査等業務委託

水道局宿日直代行業務委託 64,320
令和２年度から

４年度まで 32,823
令和５年度から

６年度まで 31,497 0 64,320

星の里浄水場清掃業務委託 6,173
令和３年度から

４年度まで 2,402 令和５年度 3,771 0 6,173

水道管路維持管理等業務委託 62,000
令和３年度から

４年度まで 37,606 令和５年度 24,394 0 62,000

星の里浄水場運転維持管理業務委託 350,961
令和５年度から

９年度まで 350,961 0 350,961

土木工事積算システム賃貸借 10,010
令和３年度から

４年度まで 4,004
令和５年度から

７年度まで 6,006 0 10,010

0 4,791水道局庁舎清掃業務委託 4,791
令和３年度から

４年度まで 3,115 令和５年度 1,676

0 94,863水道料金及び水道会計システム賃貸借 94,863 令和４年度 12,740
令和５年度から

８年度まで 82,123

上水汚泥運搬業務委託 2,376 令和５年度 2,376 0 2,376

千円 千円 千円 千円千円
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星の里浄水場清掃業務委託 6,790
令和６年度から

８年度まで 6,790 0 6,790

次亜塩素酸ナトリウム購入 4,344 令和６年度 4,344 0 4,344

ポリ塩化アルミニウム購入 2,441 令和５年度 2,441 0 2,441

ポリ塩化アルミニウム購入 2,807 令和６年度 2,807 0 2,807

デジタル複合機賃貸借 5,460
令和５年度から

９年度まで 5,460 0 5,460

次亜塩素酸ナトリウム購入 3,669 令和５年度 3,669 0 3,669

上水汚泥運搬業務委託 2,442 令和６年度 2,442 0 2,442

交野市水道メーター取替業務委託 8,441 令和５年度 8,441 0 8,441

水道管路維持管理等業務委託 71,357
令和６年度から

８年度まで 71,357 0 71,357

交野市水道メーター取替業務委託 12,399 令和６年度 12,399 0 12,399

交野市水道料金等徴収業務委託及び
給水装置工事検査等業務委託

373,175
令和６年度から
１０年度まで 373,175 0 373,175

水道局庁舎清掃業務委託 5,118
令和６年度から

８年度まで 5,118 0 5,118
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（単位　千円）

1. 営 　 業  　収  　益

(1) 給 水 収 益 1,062,300

(2) 受 託 工 事 収 益 13,636

(3) そ の 他 営 業 収 益 52,583 1,128,519

2. 営  　業　  費 　用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 381,004

(2) 配 水 及 び 給 水 費 214,096

(3) 受 託 工 事 費 18,182

(4) 総 係 費 182,163

(5) 減 価 償 却 費 499,678

(6) 資 産 減 耗 費 523 1,295,646

営　　業　　利　　益 △ 167,127

3. 営  業  外  収  益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 677

(2) 分 担 金 49,680

(3) 他 会 計 補 助 金 68,930

(4) 雑 収 益 691

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 69,289 189,267

6.　令和４年度交野市水道事業予定損益計算書

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）
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4. 営  業  外  費  用

(1) 122,211

(2) 雑 支 出 6,948 129,159 60,108

経     常     利     益 △ 107,019

5. 特    別    利    益

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 0 0

6. 特    別    損    失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 1,039 1,039 △ 1,039

当 年 度 純 利 益 △ 108,058

前年度繰越利益剰余金 2,287,140
その他未処分利益剰余金変動額 41,539

当年度未処分利益剰余金 2,220,621

支払利息及び企業債取扱諸費
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（単位　千円）

1. 固　 定 　資 　産

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 481,540

ロ 2,508,710

減 価 償 却 累 計 額 △ 217,115 2,291,595

ハ 18,427,962

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,601,481 10,826,481

ニ 1,213,731

減 価 償 却 累 計 額 △ 520,033 693,698

ホ 28,295

減 価 償 却 累 計 額 △ 25,898 2,397

ヘ 43,710

減 価 償 却 累 計 額 △ 28,319 15,391

ト 41,196

有 形 固 定 資 産 合 計 14,352,298

(2) 無  形  固  定  資  産

イ 318

ロ 44,139

無 形 固 定 資 産 合 計 44,457

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

建 設 仮 勘 定

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

構 築 物

機 械 及 び 装 置

7.　令和４年度交野市水道事業予定貸借対照表

（令和5年3月31日）

資    産    の    部

土 地

建 物
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(3) 投                   資

イ 20,000

投 資 合 計 20,000

固 定 資 産 合 計 14,416,755

2. 流  　動　  資 　 産

(1) 現  金  ・  預  金 2,377,348

(2) 未      収      金 122,518

　　貸 倒 引 当　金 △ 3,943 118,575

(3) 貯      蔵      品 8,780

流 動 資 産 合 計 2,504,703

資 産 合 計 16,921,458

3. 固　 定　 負　 債

9,053,455

イ 164,886

引 当 金 合 計 164,886

固 定 負 債 合 計 9,218,341

(2) 引      当      金

退 職 給 付 引 当 金

出 資 金

負    債    の    部

(1) 企      業      債
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4. 流　 動 　負 　債

418,117

99,843

2,692

99,175

イ 14,622

引 当 金 合 計 14,622

流 動 負 債 合 計 634,449

5. 繰 　延 　収　　益 

3,098,071

△ 1,516,115

繰 延 収 益 合 計 1,581,956

負 債 合 計 11,434,746

6. 資　　  本  　　金

(1) 自 己 資 本 金 307,350

資 本 金 合 計 307,350

(1) 企　　　業　　　債

(5) 引      当      金

(2) 未      払      金

資    本    の    部

(3) 前      受      金

(4) その他流動負債

賞 与 引 当 金

(1) 長 期 前 受 金

(2) 収益化累計額
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7. 剰　  　余　  　金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 555,573

ロ 845,639

ハ 7,676

ニ 4,193

資 本 剰 余 金 合 計 1,413,081

(2) 利 益 剰 余 金

イ 252,600

ロ 290,000

ハ 1,003,060

ニ

繰越利益剰余金年度末残高 2,328,679

当 年 度 純 利 益 △ 108,058

当年度未処分利益剰余金合計 2,220,621

利 益 剰 余 金 合 計 3,766,281

剰 余 金 合 計 5,179,362

資 本 合 計 5,486,712

負 債 資 本 合 計 16,921,458

そ の 他 資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

給 水 負 担 金

工 事 負 担 金

減 債 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

建 設 改 良 積 立 金

利 益 積 立 金
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（単位　千円）

1. 営 　 業  　収  　益

(1) 給 水 収 益 1,133,382

(2) 受 託 工 事 収 益 1,363

(3) そ の 他 営 業 収 益 58,000 1,192,745

2. 営  　業　  費 　用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 399,235

(2) 配 水 及 び 給 水 費 258,492

(3) 受 託 工 事 費 1,818

(4) 総 係 費 231,425

(5) 減 価 償 却 費 477,686

(6) 資 産 減 耗 費 50,219 1,418,875

営　　業　　利　　益 △ 226,130

3. 営  業  外  収  益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 344

(2) 分 担 金 55,320

(3) 他 会 計 補 助 金 1,256

(4) 雑 収 益 911

(5) 長 期 前 受 金 戻 入 72,407 130,238

8.　令和５年度交野市水道事業予定損益計算書

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

-40-



4. 営  業  外  費  用

(1) 116,415

(2) 雑 支 出 607 117,022 13,216

経     常     利     益 △ 212,914

5. 特    別    利    益

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 9 9

6. 特    別    損    失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 1,887 1,887 △ 1,878

当 年 度 純 利 益 △ 214,792

前年度繰越利益剰余金 2,220,621
その他未処分利益剰余金変動額 83,498

当年度未処分利益剰余金 2,089,327

支払利息及び企業債取扱諸費
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（単位　千円）

1. 固　定　資　産

(1) 有  形  固  定  資  産

イ 481,540

ロ 2,508,710

減 価 償 却 累 計 額 △ 276,989 2,231,721

ハ 18,261,930

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,689,712 10,572,218

ニ 1,073,044

減 価 償 却 累 計 額 △ 416,046 656,998

ホ 27,031

減 価 償 却 累 計 額 △ 24,930 2,101

ヘ 46,231

減 価 償 却 累 計 額 △ 32,449 13,782

ト 565,153

有 形 固 定 資 産 合 計 14,523,513

(2) 無  形  固  定  資  産

イ 318

ロ 43,298

無 形 固 定 資 産 合 計 43,616

構 築 物

車 両 運 搬 具

機 械 及 び 装 置

9.　令和５年度交野市水道事業予定貸借対照表

（令和6年3月31日）

資    産    の    部

土 地

建 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

建 設 仮 勘 定

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア
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(3) 投                   資

イ 20,000

投 資 合 計 20,000

固 定 資 産 合 計 14,587,129

2. 流  　動　  資 　 産

(1) 現  金  ・  預  金 2,056,568

(2) 未      収      金 173,719

　　貸 倒 引 当　金 △ 3,488 170,231

(3) 貯      蔵      品 8,405

流 動 資 産 合 計 2,235,204

資 産 合 計 16,822,333

3. 固　 定 　負 　債

9,124,414

(2) 引      当      金

イ 188,341

引 当 金 合 計 188,341

固 定 負 債 合 計 9,312,755

出 資 金

退 職 給 付 引 当 金

負    債    の    部

(1) 企      業      債
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4. 流 　動 　負 　債

434,040

93,518

2,692

99,175

イ 16,584

引 当 金 合 計 16,584

流 動 負 債 合 計  646,009

5. 繰 　延 　収　　益 

3,162,778

△ 1,571,129

繰 延 収 益 合 計 1,591,649

負 債 合 計 11,550,413

6. 資　　  本　  　金

(1) 自 己 資 本 金 307,350

資 本 金 合 計 307,350

(1) 企      業      債

(3) 前 　　 受　　 金

(5) 引　　当　　　金

(1) 長 期 前 受 金

(2) 収益化累計額

(2) 未      払      金

資    本    の    部

(4) その他流動負債

賞 与 引 当 金
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7. 剰　  　余  　　金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 555,573

ロ 845,639

ハ 7,676

ニ 4,193

資 本 剰 余 金 合 計 1,413,081

(2) 利 益 剰 余 金

イ 252,600

ロ 290,000

ハ 919,562

ニ

繰越利益剰余金年度末残高 2,304,119

当 年 度 純 利 益 △ 214,792

当年度未処分利益剰余金合計 2,089,327

利 益 剰 余 金 合 計 3,551,489

剰 余 金 合 計 4,964,570

資 本 合 計 5,271,920

負 債 資 本 合 計 16,822,333

当年度未処分利益剰余金

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

給 水 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

そ の 他 資 本 剰 余 金

減 債 積 立 金

工 事 負 担 金
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注　記
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注記
　Ⅰ　重要な会計方針
　　　1　資産の評価基準及び評価方法

・たな卸資産　　先入先出法による。

　　　2　固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産
　・建　物　定額法による。
　・その他　定額法による。
　主な耐用年数
　　建物　15～50年
　　機械及び装置　6～20年
　　工具、器具及び備品　3～15年
(2)無形固定資産
　　定額法による。

　　　3　引当金の計上方法
(1)退職給付引当金
　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する
金額を計上している。
(2)賞与引当金
　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき
当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上している。
(3)貸倒引当金
　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計
上している。
　なお、貸倒実績率については、不納欠損処理していない債権のうち、５年経過した
債権を貸倒処理額とみなして算出している。
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　Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等に関連
重要な非資金取引　　なし

①　現物出資の受入による資産の取得　なし
②　資産の交換　　なし
③　ファイナンス・リース取引による資産の取得　　なし
④　ＰＦＩ契約等による資産の取得　　なし

　Ⅲ　予定貸借対照表等関連
・担保提供資産に関する事項　　なし
・後年度一般会計等負担企業債に関する事項　　　なし
・保証債務等に関する事項　　なし
・減価償却累計額に関する事項　　

有形固定資産の減価償却累計額 8,440,126 千円
・長期前受金収益化累計額に関する事項

長期前受金収益化累計額　 1,571,129 千円

-50-


